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はじめに
当機構においては、売買・売買仲介業務及び賃貸住宅媒介・管理業務の適正化のための基礎資
料とするため、平成22年度、23年度に引き続き平成24年度自主調査として、不動産取引・管理に
関する実務実態調査を実施しました。本誌90号に掲載した「売買・売買仲介（代理を含む）アン
ケート調査結果」に引き続き、今号では「賃貸住宅媒介・管理アンケート調査結果」を掲載します。

本調査にご協力いただきました、一般社団法人不動産協会、一般社団法人不動産流通経営協会、
公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会、公益社団法人全日本不動産協会、一般社団法人全
国住宅産業協会、公益財団法人日本賃貸住宅管理協会及び一般社団法人全国賃貸不動産管理業協
会の会員の方々や関係者の皆様には心から御礼申し上げます。

平成23年2月実施の賃貸住宅管理アンケートにおいては賃貸管理にあたってのトラブルとその
対処法、賃貸借契約における現状回復にかかる特約等について調査し、平成23年11月に実施した
賃貸住宅管理アンケートにおいては契約のキャンセルや保証人、更新料等について調査しました。
そして、平成24年度調査は、賃貸借契約の解約、家賃滞納対策、災害対応関係など過去2回の
調査において確認できなかったことを中心に調査し、管理戸数の多寡や地域によって回答に傾向
が見られないか分析しました。

平成22年度調査はRETIO83号、平成23年度調査はRETIO87号に掲載していますので、併せて
ご参照ください。

不動産取引・管理に関する実務実態調査の結果について
（賃貸住宅媒介・管理アンケート）

調査研究部
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不動産取引・管理に関する実務実態調査

賃貸住宅媒介・管理アンケート

１　調査目的
賃貸住宅管理の適正化のための基礎資料とするため、賃貸住宅媒介・管理の課題や、ト
ラブルを少なくするための工夫などの実務の実態について調査を行う。

２　調査概要
⑴　調査方法

一般社団法人不動産協会、一般社団法人不動産流通経営協会、公益社団法人全国宅地建
物取引業協会連合会、公益社団法人全日本不動産協会、一般社団法人日本住宅建設産業協
会（現：一般社団法人全国住宅産業協会）、公益財団法人日本賃貸住宅管理協会、一般社
団法人全国賃貸不動産管理業協会の協力の下、各団体の調査に協力いただける会員に、ア
ンケートの配布、及び記載回答の返送による回収により実施。

⑵　調査期間（アンケート配布・回収）

平成24年11月19日～12月7日

３　調査結果
　　配布数　　　7,880
　　回収数　　　2,646 （回収率　　　33.6%）
　　有効回答数　2,640 （有効回答率　99.8%）

※　本実態調査とりまとめ結果についての留意事項
本実態調査とりまとめ結果は、事業者によるアンケートへの回答を集計・とりまとめたもの
であり、不動産取引・管理にあたっての指針、宅建業法の解釈等を示すような性格のものでは
ないことにご留意ください。
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賃貸住宅管理アンケート調査結果とりまとめ

Ⅰ　賃貸住宅管理業務の状況
⑴　本社所在都道府県　　　　　　　　　　　　　　　　⑵　賃貸住宅管理業務開始年
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⑶　管理戸数　　　　　　　　　　　　 ⑷　貸借の代理・媒介の取引成約件数

【回答分析（クロス分析）について】

不動産取引の実務実態の質問回答について、回答分析（クロス分析）を、「管理戸数の規模」
と「特定の地域」で実施しました。
　管理戸数の規模の区分は次のとおり。
　　A（本質問における管理戸数1～99戸の回答者）
　　B（本質問における管理戸数100～499戸の回答者）
　　C（本質問における管理戸数500～9,999戸の回答者）
　　D（本質問における管理戸数10,000～戸の回答者）
　　　　�【注記】以下の質問回答分析（クロス分析）において、上記の管理戸数の区分を採用

しています。また、質問回答分析（クロス分析）の回答者数は、管理戸数を回答して
いる方々＜前記Ⅰ⑷＞の集計に限られるため、直前の質問回答の有効回答者数とは差
異が生じています。

なお、回答分析（クロス分析）の掲載は、特徴等が見出せる場合のみ掲載しています。
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Ⅱ　賃貸借契約（居住用）の媒介について
⑴　賃貸借契約の媒介報酬は共同仲介人の受領分も含めて誰から受領していますか。最も多いも
のに○をして下さい。
　

⑵　外国人の方が賃借人の場合の重要事項説明に関し、どのような対応をしているかについて、
該当するものに○をして下さい。（複数回答可）
　

Ⅲ　賃貸借契約（居住用）の終了について
⑴　管理会社として、賃貸人側の立場から、賃借人に解約を申し入れたことがありますか。ある
場合、申し入れ理由として該当するものに○をして下さい。（複数回答可）
　

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,311件）に対する割合を記載しています

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,552件）に対する割合を記載しています
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　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,339件）の多少による回答分析は次のとおり。
　　※�管理戸数が多い区分ほど1．～5．いずれの回答割合も高い傾向にあり、「6．申し入れ

をしたことはない」という回答割合が低い。
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「A（1〜99戸）」「B（100～499戸）」「C（500～

9,999戸）」「D（10,000戸～）」別の有効回答数に対する割合です。
　

⑵　賃貸人の事情による解約申し入れの場合、賃貸人はどの程度の立退料を支払うことが多いで
すか。引っ越し費用、承諾料、賃借人の転居先にかかる費用等、複数の要素が考えられますが、
その支払いの合計が、元の賃貸料の何ヶ月分に相当するか最もあてはまるものに○をしてくだ
さい。
　

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,552件）に対する割合を記載しています
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Ⅳ　専用部分の設備等の原状回復のための負担状況
　　賃借人が退室する際、専用部分の設備等について、減価償却の経過年数を超えたものが賃借
人の「故意過失」が原因で使用不能になっていた場合、修繕、取り替え等の費用負担はどのよ
うにしていますか。該当するものに○をしてください。　（複数回答可）
　

Ⅴ　賃貸人への物件の維持管理に関する助言
　　賃貸人に対して、物件の構造等の部分（専用部分以外）を適正に維持管理するための助言を
していますか。該当するものに○をしてください。（複数回答可）
　

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,460件）に対する割合を記載しています

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,416件）に対する割合を記載しています
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　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,217件）の多少による回答分析は次のとおり
　　※�管理戸数が多い区分ほど1．～6．いずれの回答割合も高い傾向にあり、「6．物件の維

持管理のための助言は特にしていない」という回答割合が低い傾向にある。
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「A（1～99戸）」「B（100～499戸）」「C（500～

9,999戸）」「D（10,000戸～）」別の有効回答数に対する割合です。
　

024-046_取引管理アンケート_売買.indd   31 13/10/18   10:04



RETIO.  2013.  10  NO.91

32

Ⅵ　賃貸料の滞納対策関係
⑴　賃貸料の滞納が発生し、賃借人に支払いを督促しても支払いがない場合、賃貸人側はどのよ
うな対応をしていますか。該当するものに○をしてください。（複数回答可）
　

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,472件）に対する割合を記載しています
　【補足】�「5．その他」の回答には、家賃保証会社に対応をしてもらう趣旨の回答が多くあった。
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　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,262件）の多少による回答分析は次のとおり
　　※�管理戸数が多い区分ほど「4．賃借人から一定期間内に全額を支払う旨の書面を取り付け、

分割納付を受ける」という回答割合が高く、区分Dにおいて「2．消費生活センター、法
テラス等相談窓口、弁護士等に対応方法を相談し、そのアドバイスにしたがって対応する」
という回答割合が他の区分に比して高い。

　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「A（1～99戸）」「B（100～499戸）」「C（500～
9,999戸）」「D（10,000戸～）」別の有効回答数に対する割合です
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⑵　賃貸料の滞納の発生を予防するためにどのようなことを実施しているか該当するものに○を
してください。（複数回答可）
　

＊�回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（2,488件）に対する割合を記載しています
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　〇管理戸数（管理戸数回答者数：2,278件）の多少による回答分析は次のとおり
　　※�管理戸数が多い区分ほど「3．機関保証委託を契約条件とする」「5．口座振替、カード

支払い等、賃貸料の支払いを自動化する」という回答割合が高い。
　　＊�下記の表の割合は、各質問に対する「A（1～99戸）」「B（100～499戸）」「C（500～

9,999戸）」「D（10,000戸～）」別の有効回答数に対する割合です。
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